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1 はじめに 

地方公共団体における会計制度（官庁会計）は，単年度の収支状況を明らかにすることに

主眼が置かれ，収入と支出を現金の受け渡し時点で認識する現金主義を採用しており，また，

作成する決算書は，単年度会計による単式簿記を用いた収支決算に基づいています。 

しかし，単式簿記・現金主義会計では，その年にどのような収入があり，それをどのように

使ったかといった現金の動きがわかりやすい反面，これまでに整備してきた資産や将来返済

しなければならない負債などのストック情報，減価償却費などのコスト情報といった，長期的

かつ総合的な情報が不足しているという側面がありました。 

そこで，平成 18 年に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進

のための指針」に基づき，発生主義の活用と複式簿記の考え方の導入を図り，普通会計及

び公営企業・第三セクター等を含めた連結ベースでの財務 4 表を，「総務省基準モデル」また

は「総務省方式改定モデル」により整備することとなりました。 

 

2 龍ケ崎市の取組 

 龍ケ崎市においては，既に平成 11 年度から企業会計的手法を導入し，貸借対照表（バラン

スシート）および行政コスト計算書を作成･公表していましたが，平成 20 年度決算からは，地

方公会計改革に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類の作成に移行し，平成21年

度決算以降は「総務省基準モデル」での財務書類を作成してきました。 

これまで，多くの地方公共団体が財務書類の作成及び公表に取り組んできましたが，地方

公共団体ごとに，「総務省方式改訂モデル」や「総務省基準モデル」等財務書類の作成方式

が違うため，各地方公共団体間での財政状況の比較・分析が難しいとの指摘もなされてきま

した。 

そこで，総務省は，平成 27 年 1 月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進につい

て（総務大臣通知）」を示し，原則として全ての地方公共団体が平成 27 年度から平成 29 年度

までの 3 年間で，当該基準による財務書類を作成するよう要請しました。この要請を受け，龍

ケ崎市においても平成 28 年度決算より，統一的な基準による財務書類を作成しました。 

これまでも，龍ケ崎市では，財務書類を分析・公表してきましたが，今後は，特に類似の他

団体との比較を行うことが可能となることから，市の財政状況をより客観的に分析した上で課

題等も明らかにし，更なる財政健全化の取組を進めていきます。 

 

3 対象とする会計の範囲 

 普通会計である一般会計等，特別会計を含めた全体会計，市が加入する一部事務組合及

び広域連合，出資比率が一定以上の第三セクター等を連結会計の対象としています。 

 

 



2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 財務 4 表について 

（1）財務 4 表とは  

○貸借対照表（BS） 

   公共サービスを提供するために保有している財産（資産）と，その資産をどのような財源

（負債・純資産）で築いてきたかを総括的に対照表示した財務書類です。表内の資産合計

額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し，左右のバランスが取れていることか

ら「バランスシート」とも呼ばれています。 

○行政コスト計算書（PL） 

    4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの 1 年間の行政活動のうち，福祉活動やごみの収集と

いった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と，その行政サービスの直接の

対価として得られた財源を対比させた財務書類です。 

○純資産変動計算書（NW） 

   貸借対照表の「純資産の部」に計上されている各数値が 1 年間でどのように変動したか

を表している財務書類です。 

○資金収支計算書（CF） 

   歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる3つの活動区分に分け，どのような活動

に資金が必要であったかを表示した財務書類です。 

 

 

 

 

 

連結会計 

 

全体会計 

・一般会計 

・障がい児支援サービス事業

特別会計 

 

一般会計等 

・国民健康保険事業特別会計 

・公共下水道事業特別会計 

・農業集落排水事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

・介護サービス事業特別会計 

＜一部事務組合・広域連合＞ 

・茨城租税債権管理機構 

・茨城県後期高齢者医療広域連合 

・茨城県市町村総合事務組合 

・茨城県南水道企業団 

・龍ケ崎地方塵芥処理組合 

・龍ケ崎地方衛生組合 

・稲敷地方広域市町村圏事務組合 

・利根川水系県南水防事務組合 

＜第三セクター＞ 

・（公財）龍ケ崎市まちづくり・文化財団 
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＜財務書類（4 表）の相互関係＞ 

 

             【貸借対照表】                      【行政コスト計算書】 

 

 

 

 

 

    

 

            【資金収支計算書】                     【純資産変動計算書】 

                         

 

 

 

 

 

 

 

（2）作成基準等 

平成 30 年 3 月 31 日を作成基準日としています。 

出納整理期間（平成 30 年 4 月 1 日から平成 30 年 5 月 31 日）の入出金は，平成 30 年 3

月 31 日までに終了したものとして処理しています。 

 

 借方       貸方 

資産       負債 

 

現金預金 

純資産 

前年度末純資産残高 

財源 

純行政コスト（△） 

固定資産等の変動 

固定資産形成分 

余剰分（不足分） 

本年度末純資産残高 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

 

前年度末資金残高 

 

本年度末資金残高 

経常費用・経常収益 

臨時損失・臨時利益 

 

純経常費用 

（純行政コスト） 



5　平成29年度財務書類でみる龍ケ崎市の財政状況

○貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）

（単位：百万円）

1 固定資産 1 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

インフラ資産 引当金

物品 その他固定負債

無形固定資産

投資その他資産 2 流動負債

長期延滞債権

長期貸付金 賞与等引当金

基金 預り金

その他流動負債

2 流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金 余剰分(不足分)

棚卸資産 他団体出資等分

その他流動資産

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

徴収不能引当金

3,028 4,168 4,599

2,252 2,431 4,688

16 16 1,960

37,323 42,935

21,540 33,074 34,485

1,803 1,803 1,803

1,112 1,295 2,734

－ － 11

固定資産等形成分

－ －

104 250

1

3,983 4,277 6,607

372

11 11 11

2,778 2,778

21 21

4,515 5,341 7,795

△13 △51 △52

145 145 90

－ － －

102 297

3,301

299

21

88,658

119 132 202

4,770 5,753 8,153

50,788 64,509 71,116

257 276 939

63,399
△21 △56 △64

－ － 242
61,215

資産合計 89,853 104,891 123,007

80,981 94,729 108,045

29,935 29,944 35,989

その他投資その他の資産

負債の部

1年内償還予定地方債等

負債合計 28,638 41,492 47,535

85,869 100,613 116,400

連結会計

負債及び純資産合計 89,853 104,891 123,007

純資産の部

純資産合計 75,472

25,610

一般会計等 全体会計 連結会計

資産の部

一般会計等 全体会計

2,493 3,608 3,755

247 247 371

－ 62

－ － 4

267 293 371

103,402 119,711

△27,443 △40,003 △44,401

－ － 161

龍ケ崎市はこれまでに，898億5300万円（一般会計等），1,048億9,100万円（全体会計），1,230億700万円（連結会計）の資

産を形成してきました。

そのうち，純資産である612億1,500万円（一般会計等），633億9,900万円（全体会計），754億7,200万円（連結会計）につい

ては，過去の世代や国・県の負担ですでに支払が済んでおり，負債である286億3,800万円（一般会計等），414億9,200万円

（全体会計），475億3,500万円（連結会計）については，将来の世代が負担していくことになります。

これまでに形成した資産と，将来の市民負担となる負債を市民一人当たりに換算すると，115万円の資産に対し37万円の

負債（一般会計等），135万円の資産に対し53万円の負債（全体会計），158万円の資産に対し61万円の負債（連結会計）と

なっています。資産と負債の2つの指標の対比によると，龍ケ崎市は，市民一人当たり負債額の約3.1倍（一般会計等），約

2.5倍（全体会計），約2.6倍（連結会計）の資産を保有しているということになります。

一般会計等に比べ，全体会計においてインフラ資産，負債，純資産の金額が増加するのは，下水道事業における関連施

設・設備と，それに対応する財源としての地方債や過去に受領した補助金等が加算されることが主な要因です。

年度末（平成30年3月31日）に保有する「資産」，「負債」，「純資産」を表示したもので，これまでの負担と将来の負担のバ

ランスを見ることができます。

左側の「資産の部」には，これまでに形成してきた将来の世代に引き継ぐ社会資本（学校，公園，道路など）や，投資，基金

など将来現金化することが可能な財産といった，市が保有する資産の内容や額を記載しています。

　右側の「負債の部」及び「準資産の部」は，資産を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。

負債は，地方債や退職給付引当金など，今後負担すべき債務であることから，将来世代の負担ととらえることができ，一

方，純資産は，今後負担する必要のない資産，つまり，過去の世代や国・県が負担した分となります。

20 20 36

－

投資及び出資金

投資損失引当金

徴収不能引当金

未払金及び未払費用

前受金及び前受収益

貸借対照表から分かること
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○行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

① 人件費

② 物件費等

（うち，減価償却費）

③ その他の業務費用

移転費用

① 補助金等

② 社会保障給付

③ 他会計への繰出金

④ その他

経常収益

① 使用料及び手数料

② その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

12 12 14

純経常費用（純行政コスト） 34,942 41,20022,552

0 0 2

599 664 816

22,564 34,953 41,212

326 1,510 2,784

68 111 134

925 2,174

4,481

3,600

4,480 4,481

2,389 － －

11,621 23,698 27,888

4,684 19,106 23,273

411 789 949

10,075

（3,142） （3,713） （4,390）

4,308

44,812

13,430 16,924

1年間の行政経営コストのうち，福祉サービスやごみの収集にかかる経費など，資産形成につながらない行政サービスに

要したコストを，人件費，物件費等，その他の業務費用，移転費用に区分して表示したもので，民間企業の損益計算書にあ

たります。これらの費用から，使用料等を差し引いたものが，純経常行政コスト（毎年度，継続的に発生するもの）となりま

す。さらに，臨時損失と臨時利益の差額を加えたものが純行政コストとなります。

　なお，純行政コストは，純資産変動計算書の「純行政コスト（△）」と連動します。

平成29年度の経常費用合計から，使用料等を差し引いた純経常行政コストは，225億6,400万円（一般会計），349億5,300

万円（全体会計），412億1,200万円（連結会計）です。これを市民一人当たりに換算すると，29万円（一般会計），45万円（全

体会計），53万円（連結会計）になります。

経常費用から経常収益を引き，臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは，225億5,200万円（一般会計等），349

億4,200万円（全体会計），412億円（連結会計）となり，この不足分については，市税や地方交付税などの一般財源，国・県

補助金などで賄っています。

また，「経常費用」と「経常収益」を対比することにより，行政コストのうち，受益者が負担している割合である「受益者負担

比率」がわかります。それぞれ，3.9％（一般会計等），5.9％（全体会計），8.0％（連結会計）となっています。

なお，一般会計等に比べ，全体会計での「経常費用」の経費が大きいのは，主として，国民健康保険，介護保険の保険給

付費が合算されているためです。

23,488

11,868

37,128

4,687 5,900

7,149 7,954

一般会計等 全体会計 連結会計

行政コスト計算書から分かること
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○純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement）

（単位：百万円）

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

平成29年度においては，純資産が12億8,300万円減少し612億1,500万円（一般会計等），6億2,200万円減少し633億9,900
万円（全体会計），8億1,600万円減少し754億7,200万円（連結会計）となっています。これを市民一人当たりに換算すると，79
万円（一般会計等），81万円（全体会計），97万円（連結会計）となります。

なお，純行政コストには，有形固定資産の1年間の価値の減少分である「減価償却費」が，31億4,200万円（一般会計等），
37億1,300万円（全体会計），43億9,000万円（連結会計）含まれています。これは，耐用年数に基づく会計期間中の資産価値
の減少金額であり，現金支出を伴わないものですが，1年間当該資産を行政サービスとして使用したことによるコストとしてと
らえているためです。

純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が平成29年度中にどのように増減したか，あるいはそ

の内部構成はどのように変動したかを表示したもので，民間企業の株主資本等変動計算書に相当します。

期末残高は，貸借対照表の純資産の合計と連動し，また，純行政コストの額は，行政コスト計算書の純行政コストと連動し

ます。

当期変動額

期末純資産残高

△1,283

61,215

△622

63,399

期首純資産残高 62,499 64,021 76,288

一般会計等

△816

75,472

全体会計 連結会計

△22,552

21,264

△34,942 △41,200

34,316 40,298

15,830 24,674 27,594

5,435 9,641 12,704

△1,288 △626 △902

－

－ － －

0

4 4 83

－ － －

－ －

－ － 2

－ －

純資産変動計算書から分かること
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○資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement）

（単位：百万円）

1 業務活動収支

業務支出

① 業務費用支出

（うち，支払利息支出）

② 移転費用支出

業務収入

① 税収等収入

② 国県等補助金収入

③ 使用料及び手数料収入

④ その他の収入

臨時支出

臨時収入

2 投資活動収支

投資活動支出

① 公共施設等整備費支出

② 基金積立金支出

③ その他の支出

投資活動収入

① 国県等補助金収入

② 基金取崩収入

③ その他の収入

3 財務活動収支

財務活動支出

① 地方債等償還支出

② その他の支出

財務活動収入

① 地方債等発行収入

② その他の収入

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

(1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

1年間の資金の増減を，業務活動収支（行政サービス活動に伴う収入と支出），投資活動収支（公共施設整備や基金等の
資産形成への支出とその財源となった収入），財務活動収支（地方債の元金償還分の支出と地方債の発行収入等）に区分
して残高を表示したもので，民間企業のキャッシュ・フロー計算書に相当し，どのような活動に資金が必要であったかを表し
ています。

比例連結割合変更に伴う差額

54 △11

9,664 12,712

（234）

前年度末資金残高 1,037 1,286 2,835

1,768

本年度末資金残高

△122本年度資金収支額

－ △1－

20,352 40,60033,362

1,091 1,275 2,711

9,319 12,377

（464） （480）

2,782 2,939

8,731

一般会計等

36,144 43,537

全体会計 連結会計

2,629

－ － 2

325 1,503 2,777

595 660 816

338

2,048

188 471 551

△892 △1,468 △1,843

1,321 2,166

2,710

29

19 29 29

429 698 785

63 322

1,666

△1,326 △1,218

－ － －

259 259

2,501 2,736

3,567 3,692

2,736

337 337

1,888

(3)

(4)

261

1,888 2,501

0

3,827 3,954

2,450

39 61

△822

－ －

387

1,114

15,828 24,661 27,567

5,372

11,621 23,698 27,888

22,120
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平成29年度において，資金は5,400万円（一般会計等），△1,100万円（全体会計），△1億2,200万円（連結会計）となってい
ます。その結果，期末資金残高はそれぞれ10億9,100万円（一般会計等），12億7,500万円（全体会計），27億1,100万円（連
結会計）になります。

内訳を見ると，「業務活動収支」が17億6,800万円（一般会計等），27億8,200万円（全体会計），29億3,900万円（連結会
計），「投資活動収支」が△8億9,200万円（一般会計等），△14億6,800万円（全体会計），△18億4,300万円（連結会計）となっ
ています。地方債等借入関連を除いた収入と支出のつり合いを表す「基礎的財政収支（プライマリーバランス）」（支払利息
支出を除く業務活動収支と投資活動収支の合算）はそれぞれ，11億1,100万円（一般会計等），17億7,800万円（全体会計），
15億7,600万円（連結会計）となります。

さらに，財務活動収支が△8億2,200万円（一般会計等），△13億2,600万円（全体会計），△12億1,800万円（連結会計）で，
結果として資金収支のトータルは，5,400万円（一般会計等），△1,100万円（全体会計），△1億2,200万円（連結会計）となり，
本年度資金残高はそれぞれ，10億9,100万円（一般会計等），12億7,500万円（全体会計），27億1,100万円（連結会計）となり
ました。業務活動収支の範囲内で投資活動を行っており，財務活動収支もマイナスとなっていることから，地方債の償還が
進んでいると言えます。

資金収支計算書から分かること

8



6　平成29年度　龍ケ崎市財務書類（総括）

平成29年度の龍ケ崎市財務書類4表（一般会計等・全体会計・連結会計）の相互関係については以下のとおりとなります。

○貸借対照表 （単位：百万円） ○行政コスト計算書 （単位：百万円）

1 固定資産 1 固定負債 経常費用
有形固定資産 地方債等 業務費用
事業用資産 長期未払金 ①人件費
インフラ資産 引当金 ②物件費等
物品 その他固定負債 （うち、減価償却費）

無形固定資産 ③その他の業務費用
投資その他の資産 2 流動負債 移転費用
投資及び出資金 ①補助金等
投資損失引当金 未払金及び未払費用 ②社会保障給付
長期延滞債権 前受金及び前受収益 ③他会計への繰出金
長期貸付金 　 賞与等引当金 ④その他
基金 預り金 経常収益
徴収不能引当金 その他流動負債 ①使用料及び手数料

②その他
2 流動資産 純経常行政コスト

現金預金 臨時損失
未収金 臨時利益
短期貸付金 固定資産等形成分
基金 余剰分(不足分)
棚卸資産 他団体出資等分
徴収不能引当金
その他流動資産

○純資産変動計算書 （単位：百万円）
※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません。

○資金収支計算書 （単位：百万円）
純行政コスト（△）
財源

1 業務活動収支 税収等
(1)業務支出 国県等補助金
①業務費用支出 本年度差額
（うち、支払利息支出） 固定資産等の変動（内部変動）

②移転費用支出 有形固定資産等の増加
(2)業務収入 有形固定資産等の減少
①税収等収入 貸付金・基金等の増加
②国県等補助金収入 貸付金・基金等の減少
③使用料及び手数料収入 資産評価差額
④その他の収入 無償所管換等

(3)臨時支出 他団体出資等分の増加
(4)臨時収入 他団体出資等分の減少
2 投資活動収支 比例連結割合変更に伴う差額
(1)投資活動支出 その他
①公共施設等整備費支出
②基金積立金支出
③その他

(2)投資活動収入
①国県等補助金収入
②基金取崩収入
③その他

3 財務活動収支
(1)財務活動支出
①地方債等償還支出
②その他の支出

(2)財務活動収入
①地方債等発行収入
②その他の収入

※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません。

連結会計
一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計
資産の部 負債の部

一般会計等 全体会計

23,488 37,128 44,81285,869 100,613 116,400 25,610 37,323 42,935

5,9001,803 1,803 1,803
7,149 7,954 10,075

13,430 16,92421,540 33,074 34,485
4,308 4,687
11,868

（3,142） （3,713） （4,390）16 16 1,960
411

50,788 64,509 71,116 2,252 2,431 4,688

27,8883,028 4,168 4,599
4,684 19,106 23,273

789 949
11,621 23,698

3,755
4,480 4,481 4,481247 247 371

145 145 90 １年内償還予定地方債等 2,493 3,608

111 134267 293 371
2,389 － －－ － 4
68
925 2,174 3,600

－ － 62 326
4,515 5,341 7,795 20 20 36

△52△51
664 816
1,510 2,784

負債合計 28,638 41,492 47,535
599

0 0 2

△27,443 △40,003 △44,401

41,212

88,658 103,402 119,711

純資産の部

22,564 34,953

純経常費用（純行政コスト） 22,552 34,942 41,200

12 12 14

純資産合計 61,215 63,399 75,472

－ － 11 － － 161

104,891 123,007

一般会計等 全体会計 連結会計

資産合計 89,853 104,891 123,007 負債及び純資産合計 89,853

一般会計等 全体会計 連結会計

1,768 2,782 2,939

期首純資産残高 62,499 64,021 76,288

△22,552 △34,942 △41,200

（234） （464） （480）

21,264 34,316 40,298

20,352 33,362 40,600
8,731 9,664 12,712

5,435 9,641 12,704
15,830 24,674 27,594

△1,288 △626 △902

83

15,828 24,661 27,567
22,120 36,144 43,537
11,621 23,698 27,888

325 1,503 2,777
5,372 9,319 12,377

2,629

－ － －

△892 △1,468 △1,843

－ － －－ － 0
4 4595 660 816

－ － 0

－ － －

259 261

429 698 785

－ － 2

337 337 387

1,114 1,666 2,048

－ － 2

1,888 2,501 2,736

△816

2,710 3,827 3,954
2,450 3,567 3,692

期末純資産残高 61,215 63,399

当期変動額 △1,283 △622

29 39 61
△822 △1,326 △1,218

75,472

259

本年度末資金残高 1,091 1,275 2,711

本年度資金収支額 54 △11 △122

前年度末資金残高 1,037 1,286 2,835

比例連結割合変更に伴う差額 － △1－

1,888 2,501 2,736
－ － －

939276257
202132119

21

63 322 338

19 29 29
188 471 551

1,321 2,166

108,04594,72980,981
35,98929,94429,935

1,112 1,295 2,734

8,1535,7534,770

－－－

△13
1－－

299297102
2121

その他投資その他の資産

242－－

3,3012,7782,778

△64△56△21

6,6074,2773,983

111111
372250104
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7　平成29年度財務書類に基づく分析指標

Ⅰ

1 市民一人当たり資産額

【算出方法】

〔資産合計／住民基本台帳人口〕

※

※ ()は対前年度比

2 歳入額対資産比率

【算出方法】

〔資産合計／歳入合計〕

※ ()は対前年度比

3 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

【算出方法】

〔有形固定資産の減価償却累計額／取得価格等〕

※ ()は対前年度比

Ⅱ

1 純資産比率

【算出方法】

〔純資産／総資産〕

※ ()は対前年度比

世代間公平性・・・「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表す指標

企業会計でいう「自己資本比率」に相当し，この比率が高いほど財政状況が健全であると
いわれていますが，総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合であるかを表
す目安と考えてください。

一般会計等 全体会計 連結会計

68.1％（0.2％） 60.4％（0.5％） 61.4％（0.5％）

有形固定資産について，一定の耐用年数により減価償却を行った結果として，資産の取
得からどの程度経過しているかを全体として把握することができる指標で，100％に近いほ
ど，老朽化の程度が高いことになります。

一般会計等 全体会計 連結会計

57.4％（1.8％） 56.6％（1.6％） 56.8％（1.5％）

平成30年1月1日現在の住民基本台帳人口（外国人登録者を含む）77,857人を用いて計
算しています。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより，これまでに形成された
ストックとしての資産が，歳入の何年分に相当するかを表し，地方公共団体の資産形成度
の度合いを測ることができます。

一般会計等 全体会計 連結会計

3.53年分（0.06年分） 2.58年分（△0.01年分） 2.47年分（△0.01年分）

資産形成度・・・「将来世代に残る資産はどれくらいあるか」を表す指標

　資産額を市民一人ひとりに分配するといくらになるのかを表します。

一般会計等 全体会計 連結会計

115万円（△3万円） 135万円（△2万円） 158万円（△2万円）
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2 社会資本等形成の世代間負担比率

【算出方法】

〔地方債合計／公共資産（事業用資産＋インフラ資産）〕

※ ()は対前年度比

Ⅲ

1 市民一人当たり負債額

【算出方法】

〔負債合計／住民基本台帳人口〕

※

※ ()は対前年度比

2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

【算出方法】

〔業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支〕

※ ()は対前年度比

3 債務償還可能年数

【算出方法】

〔（将来負担額－充当可能基金残高）／

（業務収入＋減収補填債特例分発行額＋臨時財政対策債発行可能額－業務支出）〕

※ ()は対前年度比

地方債や退職手当引当金といった実質債務の全てに対し，償還財源上限額をすべて償還
に充当した場合，何年で現在の債務を償還できるかを示す指標で，債務償還可能年数が
短いほど債務償還能力が高いと言えます。債務の償還原資を経常的な業務活動からどれ
だけ確保できているかということは，債務償還能力を把握するうえで非常に重要な指標で
す。

一般会計等

9.08年（△1.07年）

平成30年1月1日現在の住民基本台帳人口（外国人登録者を含む）77,857人を用いて計
算しています。

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と，地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを
示す指標であり，プライマリーバランスが均衡している場合には，経済成長率が長期金利
を下回らない限り，経済規模に対する地方債等の比率は増加せず，持続可能な財政運営
と言えます。

一般会計等 全体会計 連結会計
11億1,016万円（9億1,086万円） 17億7,795万円（6億4,292万円） 15億7,577万円（4億3,256万円）

持続可能性・・・「財政に持続可能性があるか（どのくらい借入があるか）」を表す指標

　将来世代が負担する一人当たりの公債費や引当金等の額を表します。

一般会計等 全体会計 連結会計

37万円（△1万円） 53万円（△2万円） 61万円（△2万円）

社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の形成コストを，将来の負担と
なる公債などの負債でどれだけ負担したのかを表します。
　この指標が高いほど，将来の世代が負担すべき割合が高いことを表します。

一般会計等 全体会計 連結会計

29.6％（△0.1％） 38.7％（△0.4％） 35.3％（△0.5％）
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Ⅳ

1 住民一人当たり行政コスト

【算出方法】

〔各行政コスト／住民基本台帳人口〕

※

※ ()は対前年度比

Ⅴ

1 行政コスト対税収等比率

【算出方法】

〔純経常行政コスト／財源等（税収等＋国県等補助金）〕

※ ()は対前年度比

Ⅵ

1 受益者負担の割合

【算出方法】

〔経常収益／経常費用〕

※ ()は対前年度比

一般会計等 全体会計 連結会計

3.9％（△0.1％） 5.9％（0.1％） 8.0％（△0.1％）

106.1％（△0.5％） 101.9％（△0.8％） 102.3％（△1.8％）

自立性・・・「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）」

　　　　　　　 を表す指標

行政コスト計算書の経常収益は，使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の
金額ですので，これを経常費用と比較することにより，行政サービスの提供に対する受益
者負担の割合を算出することができます。

平成30年1月1日現在の住民基本台帳人口（外国人登録者を含む）77,857人を用いて計
算しています。

弾力性・・・「資産形成を行う余裕はどのくらいあるか」を表す指標

税収等のうち，どれだけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを表します。こ
の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ，さらに，100％を上回ると，
過去から蓄積された資産が取り崩されたことになります。

一般会計等 全体会計 連結会計

住民一人当たり物件費 9万円（0万円） 10万円（0万円） 13万円（0万円）

住民一人当たり移転費用 15万円（0万円） 30万円（△1万円） 36万円（1万円）

住民一人当たり純経常行政コスト 29万円（0万円） 45万円（0万円） 53万円（1万円）

住民一人当たり人件費 6万円（1万円） 6万円（0万円） 8万円（1万円）

効率性・・・「行政サービスは効率的に提供されているか」を表す指標

行政サービス利用に対し，使用料・手数料などを差し引いた，住民一人当たりの行政運
営活動にかかるコストを表します。

一般会計等 全体会計 連結会計
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8　主な用語の解説

貸借対照表

【固定資産】

事業用資産

インフラ資産 社会基盤となる資産（例：道路，公園など）

物品 物品，車輛，美術品

無形固定資産 ソフトウェアなど

投資及び出資金 有価証券，出資金

投資損失引当金 保有株式の実質価額が著しく低下した場合の取得価格との差額

長期延滞債権 税金や使用料などで，1年を超えて収入未済となっているもの

長期貸付金 貸付金のうち償還期限到来まで1年を超える期間があるもの

基金

徴収不能引当金

【流動資産】

現金預金 現金や普通預金など

未収金 税金や使用料などの現年度の収入未済分

短期貸付金 貸付金のうち1年以内に償還期限が到来するもの

基金

棚卸資産 売却目的保有資産

徴収不能引当金

【固定負債】

地方債等

長期未払金

退職手当引当金 将来の退職者に対して給付すべきこととなる退職金

【流動負債】

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

地方自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされる
もの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

基準日時点において，代金の納入は受けているが，これに対する義務
の履行を行っていないもの

一定の契約に従い，継続して役務の提供を行う場合，基準日時点にお
いて未だに提供していない役務に対し支払を受けたもの

基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生
費

減債基金のうち地方債償還に充当するまで1年を超える期間を予定し
ているもの，特定目的基金

公共サービスに供されている資産でインフラ資産，物品以外の資産
（例：庁舎，学校，文化会館など）

減債基金のうち1年以内に地方債償還に充当するもの，財政調整基金

未収金や短期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

長期延滞債権や長期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能
見込額

市が資産形成する時などに発行する公債等のうち，償還予定まで1年
を超える期間があるもの

1年以内償還予定地方債等

基準日時点までに支払義務発生の原因が発生しており，その金額が
確定し，または合理的に見積もることができるもの

一定の契約に従い，継続して役務の提供を受けている場合，基準日時
点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えて
いないもの

基準日時点において，第三者から寄託された資産に係る見返負債

市が資産形成する時などに発行する公債等のうち，1年以内に償還予
定のもの
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行政コスト計算書

【経常費用】

人件費 職員給与費，議員報酬，賞与や退職手当の引当金繰入額

物件費等

その他の業務費用 支払利息，徴収不能引当金繰入額，過年度分過誤納還付など

移転費用

【経常収益】

使用料及び手数料 サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭

その他 過料，預金利子など

【臨時損失】

災害復旧事業費，資産除売却損など

【臨時収益】

資産売却益，受取配当金など

純資産変動計算書

【純行政コスト】

【財源】

税収等 地方税，地方交付税，地方譲与税など

国県等補助金 国庫支出金，県支出金など

【固定資産等の変動】

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少 固定資産の減価償却及び除売却額等

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩による減少額等

【資産評価差額】

有価証券等の評価差額

【無償所管換等】

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

資金収支計算書

【業務活動収支】

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入 資産売却収入など行政活動を行う中で臨時的に収入されるもの

【投資活動収支】

投資活動支出

投資活動収入

【財務活動収支】

財務活動支出 地方債や借入金などの元金償還（地方債等償還支出）など

財務活動収入 地方債や借入金などの収入（地方債等発行収入）など

税（税収等収入），国県等補助金（国県等補助金収入），使用料，手数
料（使用料及び手数料収入）

災害復旧事業費支出など行政サービスを行う中で臨時的に支出される
もの

人件費，物件費，地方債等の支払利息など（業務費用支出），補助金
等，社会保障給付，他会計への繰出金など（移転費用支出）

公共施設などの資産形成（公共施設等整備費支出），基金への積立
（基金積立金支出）など

公共施設などの資産形成に充てられた補助金収入（国県等補助金収
入），基金からの取崩（基金取崩収入）など

市民への補助金，生活保護費などの社会保障費，特別会計への資金
移動など

職員旅費，委託料，消耗品や備品購入費（50万円未満），施設等の維
持修繕経費，事業用資産の減価償却費など

固定資産の形成による保有資産の増加額または形成のために支出し
た金額

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または形成のために
支出した金額

行政活動に係る費用のうち，人的なサービスや給付サービスなど，資産形成につながらない行政
サービスに係る費用
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